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酒 類 の 表 示 に 関 す る 説 明 事 項 （ 各 品 目 共 通 ） 

２ 酒類業組合法上の表示義務事項（第86条の５関係） 

表 示 事 項 内 容 根拠法令等 

氏名又は名称 １ 容器又は包装の見やすい箇所に、容易に識別ができる方法で表示しなければ

なりません。 

２ 文字の書体は原則として「楷書体」又は「ゴシック体」とし、「漢字」、「平仮

名」又は「片仮名」で表示しなければなりません。 

  ただし、名称の表示に併せて、その読み方を「平仮名」又は「片仮名」によ

り表示する場合に限り、当該名称の商業登記法により登記されている文字の種

別によることができます。 

３ 個人の場合は、氏名を表示しなければなりません（屋号の表示だけでは、  

氏名を表示したことになりません。）。 

組合法86の５、組合令８の３①、③ 

 

法令解釈86の５ １(4)本文及びイ 

 

 

 

 

組合令８の３①、③ 

 

製造場の所在地 １ 容器又は包装の見やすい箇所に、容易に識別ができる方法で表示しなければ

なりません。 

２ 文字の書体は原則として「楷書体」又は「ゴシック体」とし、「漢字」、「平仮

名」又は「片仮名」で表示しなければなりません。 

３ 住居表示により住居番号まで記載しなければなりません。 

４ 製造場の所在地の表示に代えて届出をした記号を表示する場合は、住所を表

示した上で、「氏名又は名称」の後に一体的に記号を表示しなければなりません。 

ただし、一体的に表示することが困難な場合には、「氏名又は名称」の後に当

該記号の記載場所を明記し、当該記号が製造場等を表す記号である旨を明記す

るものとします。 

  なお、当該記号が製造場等を表す記号であることが明らかな場合は、製造場

等を表す記号である旨を省略しても差し支えありません。 

組合法86の５、組合令 ８の３①、

③ 

法令解釈86の５ １(4)本文及びイ 

 

法令解釈86の５ １(3) 

組合令８の３⑤ 

法令解釈86の５ ５ 

 

 

 

 

 

内 容 量 １ 内容量の表示は、その容器に充塡した容量を「内容量」の文字の後に続けて

表示しなければなりません。 

主たる商標を表示する側に「内容量」を表示し、また、主たる商標を表示す

る側に「品目」と併せて表示する場合、他の表示事項との一括表示は省略して

も差し支えありません。 

２ 容器又は包装の見やすい箇所に、容易に識別ができる方法で表示しなければ

なりません。 

３ 文字の書体は原則として「楷書体」又は「ゴシック体」で、数字は、原則と

してアラビア数字で表示しなければなりません。 

４ 「L」、「ml」、「ｍL」、「ℓ」、「mℓ」、「リットル」又は「ミリリットル」と表示し

なければなりません。 

法令解釈86の５ ３(1) 

食品表示基準３① 

食品表示基準８四、別記様式一 

備考８ 

 

組合法86の５、組合令８の３①、③ 

 

法令解釈86の５ １(4)本文及びロ 

 

法令解釈86の５ １(5) 

酒 類 の 品 目 １ 容器又は包装の見やすい箇所に、容易に識別ができる方法で表示しなければ

なりません。 

２ 主たる商標を表示する側に「品目」を表示する場合、他の表示事項との一括

表示は省略しても差し支えありません。 

３ 表示する場所は、主たる商標を表示する側の下記の場所に表示しなければな

りません（酒類を陳列棚、陳列ケースその他商品を陳列するための設備に陳列

した場合においても、その酒類の品目が消費者に容易に認識できる場所に表示

しなければなりません。）。 

 （瓶詰品）：胴部、肩部又は口頭部 （缶詰品）：胴部又は頭部  

（樽詰品）：胴部又は鏡部    

 ただし、他の表示義務事項等と一括して表示する場合には、主たる商標を表

示する側以外の場所（底部を除く。）に表示しても差し支えありません。 

４ 文字の書体は原則として「楷書体」又は「ゴシック体」とし、酒税法又は酒

税の保全及び酒類業組合等に関する法律施行規則に表記されている文字の種別

で表示しなければなりません。 

５ 表示する文字の大きさは、内容量に応じ、明瞭に判読できる大きさで、また、

文字の色は、表示証又は容器の全体の色と比較して鮮明で、その文字が明瞭に

判読できるように表示しなければなりません。 

  なお、内容量に応じて表示する文字の大きさ（ポイント）は、日本産業規格

Z8305（1962）に規定する文字の大きさとします。 

６ 他の品目の酒類と誤認されるような商品名等の表示はできません。 

組合法86の５、組合令８の３①、③ 

 

食品表示基準８四、別記様式一 

備考８ 

法令解釈86の５ ２(2) 

 

 

 

 

 

 

 

法令解釈86の５ １(4)本文及び 

２(1)イ 

 

組合規則11の３③一、二 

法令解釈86の５ ２(3) 

 

 

 

法令解釈86の５ ２(1)ト 



2 

 

表 示 事 項 内 容 根拠法令等 

酒 類 の 品 目 ７ 酒類の品目の表示については、酒税法第３条に規定されている品目を表示す

ることを原則としていますが、当該品目の名称のほかに以前から既に慣熟した

表記として使用されていたものがある場合には、一定の要件の下、一般に慣熟

した呼称による表示（例外表示）が可能です。 

酒類の品目 酒類の製造方法・内容等 例外表示の呼称 

清酒 

組合法第八十六条の六第一項の規

定により定められた酒類の表示の基

準によって国税庁長官が地理的表示

として指定した日本酒の表示を使用

することができるもの 

日本酒 

連続式蒸留

焼酎 

当該品目に属する酒類の全てのも

の 

ホワイトリカー又

は焼酎甲類 

単式蒸留 

焼酎 

当該品目に属する酒類の全てのも

の 

ホワイトリカー又

は焼酎乙類 

酒税法第三条第十号イからホまで

に掲げるもの 
本格焼酎 

米こうじ（黒こうじ菌を用いたも

のに限る。）及び水を原料として発

酵させたアルコール含有物を単式

蒸留機（酒税法第三条第十号イに規

定する単式蒸留機をいう。以下この

条において同じ。）により蒸留した

もの（水以外の物品を加えたものを

除く。） 

泡盛 

みりん 
当該品目に属する酒類の全てのも

の 
本みりん 

甘味果実酒 

強壮剤、栄養剤その他の薬剤又は

これらの浸出液を原料の一部とした

もの 

薬剤甘味果実酒又

は薬用甘味果実酒 

ウイスキー 

アルコール分(酒税法第三条第一

号に規定するアルコール分をいう。

以下この条において同じ。)が十三度

未満のもの 

水割りウイスキー 

ブランデー アルコール分が十三度未満のもの 水割りブランデー 

原料用アル

コール 

米こうじ（黒こうじ菌を用いたも

のに限る。）及び水を原料として発

酵させたアルコール含有物を単式

蒸留機により蒸留したもの（水以外

の物品を加えたものを除く。） 

泡盛 

リキュール 

強壮剤、栄養剤その他の薬剤又は

これらの浸出液を原料の一部とした

もの 

薬味酒又は薬用酒 

酒税法施行令（昭和三十七年政令

第九十七号）第五条第二項第二号に

掲げるもの 

白酒 

その他の 

醸造酒 

米、米こうじ及び水を原料として

発酵させたもので、こさないもの 
濁酒 

※ 「連続式蒸留焼酎」及び「単式蒸留焼酎」は、「連続式蒸留しょうちゅう」及

び「単式蒸留しょうちゅう」と平仮名による表示が可能です。また、例外表示

の焼酎甲類、焼酎乙類及び本格焼酎についても平仮名による表示が可能です。 

組合規則11の５ 

法令解釈86の５ ２(1)イ 
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表 示 事 項 内 容 根拠法令等 

アルコール分 １ 容器又は包装の見やすい箇所に、容易に識別ができる方法で表示しなければ

なりません。 

２ 文字の書体は、原則として「楷書体」又は「ゴシック体」とし、数字は、原

則としてアラビア数字で表示しなければなりません。 

３ 税率適用区分に応じ次のいずれかの方法で表示しなければなりません。 

（13度以上14度未満の場合）              

① 13度以上14度未満   ② 13.0度以上13.9度以下 ③ 13度 

④ 13％以上14％未満    ⑤ 13.0％以上13.9％以下  ⑥ 13％ 

４ ビール、発泡酒、清酒、果実酒又はその他の醸造酒については、アルコール

分±１度の範囲内で「アルコール分○○度」（１度単位又は0.5度刻みにより表

示する。）と表示しても差し支えありません（表示方法は、法に定める品目又は

税率適用区分を同じくする範囲内の取扱いであり、例えば、酒税法第３条第13

号ロ、ハ又はニに規定する果実酒の場合、アルコール分14度以上16度未満の

ものについて、「アルコール分15度」と表示することは認められません。）。 

組合法86の５、組合令８の３①、③ 

 

法令解釈86の５ １(4)本文及びロ 

 

法令解釈86の５ ３(2)イ 

法令解釈86の５ １(5)ハ 

 

 

法令解釈86の５ ３(2)ロ 

 

税率適用区分 １ 発泡酒の税率適用区分は、以下の方法で表示しなければなりません。 

 ① 「麦芽使用率○○％」（原則） 

② ただし、次のように表示しても差し支えありません。 

イ 麦芽使用率50％以上のもの 「麦芽使用率50％以上」又は「麦芽使用率

〇〇％以上」 

ロ 酒税法第23条第２項第１号に該当するもの 「麦芽使用率25％以上50％

未満」 

ハ 同項第２号に該当するもの 「麦芽使用率25％未満」 

２ その他の発泡性酒類の税率適用区分は、酒類の「品目」、「発泡性を有する旨」

の後に次の区分により「①」、「②」又は「③」と表示しなければなりません。 

イ 平成29年改正法附則第36条第２項第４号《発泡性酒類及び醸造酒類に係

る税率の特例》に規定するその他の発泡性酒類に該当する場合は「①」と表

示します。 

ロ 同項第３号に規定するその他の発泡性酒類に該当する場合は「②」と表示

します。 

ハ イ・ロ以外のその他の発泡性酒類に該当する場合は「③」と表示します。 

 

ただし、上記表示を行うに当たり、包材変更に相当期間を要する場合等表示

をし難い場合には、組合令第８条の３第６項《表示事項》の規定に基づく承認

を受けて、一定の期間上記表示と異なる表示をすることができます。 

３ 雑酒の税率適用区分は、以下のように表示しなければなりません。 

    酒税法第23条第５項括弧書に規定する「その性状がみりんに類似するもの」

は「雑酒①」、それ以外のものについては「雑酒②」。 

法令解釈86の５ ３(3)イ 

 

 

 

 

 

 

 

法令解釈86の５ ３(3)ロ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法令解釈86の５ ３(3)ハ 

 

 

発泡性を有す

る旨の表示 

 発泡性を有する旨の表示は、「発泡性」、「炭酸ガス含有」、「炭酸ガス入り」、「炭

酸ガス混合」の表現を用いなければなりませんが、表示義務の有無にかかわらず、

炭酸ガスを混和した場合は、食品表示基準第３条第1項の規定に基づき、添加物

として表示しなければなりません。 

法令解釈86の５ ３(4) 
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３ 食品表示法上の表示義務事項等 

表 示 事 項 内 容 根拠法令等 

文字ポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 食品表示基準で定められた義務表示事項に用いる文字については、名称(品

目)を除き、日本産業規格Z8305（1962）に規定する８ポイントの活字以上の大

きさとしなければなりません。 

ただし、表示可能面積がおおむね150 平方センチメートル以下のもの及び印

刷瓶に入れられた一般用加工食品であって表示すべき事項をふた（その面積が

30平方センチメートル以下のものに限る。）に表示するものにあっては、5.5ポ

イントの活字以上の大きさとすることができます。 

なお、業務用加工食品（加工食品のうち、消費者に販売される形態となって

いるもの以外のもの）の表示に当たっては、この限りではありません。 

 

（食品表示基準における義務表示事項） 

１ 名称（品目）  ※ 「酒類の品目」の項目に従い表示してください。 

２ 保存の方法  

３ 消費期限又は賞味期限 

４ 添加物 

５ 内容量 

６ 栄養成分（たんぱく質、脂質、炭水化物及びナトリウム）の量及び熱量 

７ 食品関連事業者の氏名又は名称及び住所 

８ 製造所又は加工所の所在地（輸入品にあっては、輸入業者の営業所   

所在地）及び製造者又は加工者の氏名又は名称（輸入品にあっては、輸入

業者の氏名又は名称） 

９ Ｌ-フェニルアラニン化合物を含む旨 

10 遺伝子組換え食品に関する事項 

 （注） 酒類については、「保存の方法」、「消費期限又は賞味期限」及び「栄

養成分（たんぱく質、脂質、炭水化物及びナトリウム）の量及び熱量」

（栄養表示をする場合を除きます）の表示を省略することができます。 

ただし、これらの事項を省略しないで表示する場合には、食品表示基準に沿

った表示をする必要があります。 

食品表示基準８九 

【参考】Ｑ＆Ａ 第８条：表示の方

式等法令解釈86の５ １(4)ハ及び

２(3) 

食品表示基準３①、②及び③ 

 

 

 

 

表 示 の 方 式 

 

１ 名称（品目）、添加物、原料原産地名、内容量、固形量、内容総量、（賞味

期限）、（保存の方法）、及び食品関連事業者の表示は別記様式一により表示を

しなければなりません。ただし、別記様式による表示と同等程度に分かりや

すく一括して表示される場合は、この限りではありません。 

※ 固形量及び内容総量を表示する場合は併せて内容量の表示も必要 

２ 名称（品目）は、別記様式の枠内ではなく、商品の主要面に表示すること

ができます。この場合において、内容量についても、別記様式一の枠内では

なく、名称（品目）と同じ面に表示することができます。 

 

３ 別記様式の枠を表示することが困難な場合は、枠を省略することができま

す。 

４ 法令により記載すべき事項及び消費者の選択に資する適正な表示は、枠内

に表示することができます。 

食品表示基準８三 

【参考】Ｑ＆Ａ 第８条：表示の方

式等 

 

 

食品表示基準８四、別記様式一 

備考８ 

【参考】Ｑ＆Ａ 第３条第１項：義

務表示（内容量） 

食品表示基準別記様式一備考11 

 

食品表示基準別記様式一備考12 

 

名 称 

 

 名称（品名）は、その内容を示す一般的な名称を表示しなければなりません。 

また、酒類の品目以外の一般的な名称を表示する場合にあっては、名称（品

目）と酒類の品目の表示を併せて行うことが必要です。 

食品表示基準３① 

【参考】Ｑ＆Ａ 第３条第１項：義

務表示（名称） 

食品関連事業者

の氏名又は名称

及び住所 

 

１ 食品関連事業者のうち、表示内容に責任を有する者の氏名又は名称及び住

所を表示しなければなりません。 

２ 食品関連事業者が、製造業者、加工業者、輸入業者又は販売業者の場合に

あっては、項目名をそれぞれ「製造者」、「加工者」、「輸入者」又は「販売者」

と記載しなければなりません。 

食品表示基準３① 

 

食品表示基準別記様式一 備考５ 

 

酒類業組合法上の表示義務者と表示内容に責任を有する食品関連事業者が異

なる場合は、酒類業組合法上の表示義務者の表示に当たっては、その取引形態

に応じて、例えば、「酒類製造業者」、「製造場」、「輸入元」、「販売元」などの項

目名を付して表示してください。 
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表 示 事 項 内 容 根拠法令等 

製造所所在地等 

 

１ 製造所又は加工所の所在地（輸入品にあっては、輸入業者の営業所所在地）

及び製造者又は加工者の氏名又は名称（輸入品にあっては、輸入業者の氏名

又は名称）を表示しなければなりません。 

ただし、食品関連事業者の住所又は氏名若しくは名称が製造所所在地等と

同一である場合は、製造所所在地等の表示は省略しても差し支えありません。 

２ 製造所所在地等は、食品関連事業者の氏名又は名称及び住所と近接して表

示しなければなりません。 

３ 表示可能面積が、おおむね30平方センチメートル以下である場合は、製造

所所在地等の表示を省略しても差し支えありません。 

食品表示基準３① 

 

 

 

 

食品表示基準８五 

 

食品表示基準３③ 

 

製造所固有記号 

 

 

 

１ 原則として同一製品を２以上の製造所で製造している場合にあっては、製

造者又は販売者は、消費者庁長官に届け出た製造所固有の記号（アラビア数

字等の制限がある。）の表示をもって製造所所在地等の表示に代えても差し

支えありません。 

２ 製造所固有記号をもって表示する場合にあっては、原則として、食品関連

事業者の氏名又は名称の次に表示します。 

  ただし、他の法令の規定により、最終的に衛生状態を変化させた場所及び

当該行為を行った者に関する情報の厳格な管理が行われているような場合

であって、かつ、当該法令その他関係法令に基づく表示から、最終的に衛生

状態を変化させた者又は場所が特定できる場合にあっては、「同一製品を二

以上の製造場で製造している場合」と取り扱うことが認められています。 

食品表示基準３① 

【参考】Ｑ＆Ａ 第３条第１項：

義務表示（製造所又は加工所の所

在地等） 

食品表示基準８六 

添 加 物 １ 添加物に占める重量の割合の高いものから順に物質名を表示しなければな

りません（食品表示基準別表６に掲げられた添加物を含む食品には、物質名

及び用途）。 

２ 添加物の物質名の表示は、一般に広く使用されている名称をもって表示し

ても差し支えありません。 

３ 原材料表示に続けて表示する場合は、原材料と添加物の間に「／」を入れ

るなどの方法により、原材料名と添加物を明確に区分しなければなりません。 

 

４ 表示可能面積が、おおむね30平方センチメートル以下である場合は、添加

物の表示を省略しても差し支えありません。 

表示事項の内容から、別記様式による表示と同等程度に分かりやすい表示

の場合、様式によらず表示事項だけの表示も可能です。 

食品表示基準３① 

 

 

 

 

食品表示基準別記様式一 備考２ 

【参考】Ｑ＆Ａ 第３条第１項：義

務表示（添加物） 

食品表示基準３③ 

 

Ｌ-フェニルアラ

ニン化合物 

アスパルテームを含むものにあっては、Ｌ-フェニルアラニンを含む旨を表示

しなければなりません。 

食品表示基準３② 

 

遺伝子組換え 

食品 

１ 組換えＤＮＡ技術を用いて生産された農産物等を主な原材料としている場

合、遺伝子組換えに関する表示をしなければなりません。 

２ 組換えＤＮＡ技術を用いて生産された農産物等を主な原材料としていない

場合、遺伝子組換えに関する表示は必要ありません。 

３ 表示可能面積がおおむね30平方センチメートル以下である場合、遺伝子組

換え食品に関する表示を省略しても差し支えありません。 

食品表示基準３②、別表17、18 

 

 

 

食品表示基準３③ 

 

栄養強調表示 栄養成分又は熱量の適切な摂取ができる旨を表示する場合は、以下の要件を

満たさなければなりません。 

１ 含まない旨及び低い旨の表示は、食品表示基準別表第13に定める基準値に

満たない場合。 

２ 低減された旨の表示は、比較対象食品との成分量の差が100ml 当たりで規

定された基準値以上の絶対差に加え、他の比較対象食品に比べて低減された

割合が25％以上の場合。 

３ １又は２の表示をする場合、栄養成分（たんぱく質、脂質、炭水化物及び

ナトリウム）の量及び熱量を表示していること。 

※ ナトリウムは、原則として「食塩相当量」として表示します。 

食品表示基準７ 

 

 

 

 

 

 

食品表示基準３③ 

 

 

 

 

 

 



6 

 

表 示 事 項 内 容 根拠法令等 

糖類を添加して

いない旨 

糖類を添加していない旨を表示する場合は、以下の要件を全て満たさなけれ

ばなりません。 

１ いかなる糖類も添加していないこと。 

２ 糖類に代わる原材料又は添加物を使用していないこと。 

３ 酵素分解その他何らかの方法により、当該食品の糖類含有量が原材料及び 

添加物に含まれていた量を超えないこと。 

４ 当該酒類の100 mℓ又は１本分当たりの糖類の含有量を表示していること。 

５ 栄養成分（たんぱく質、脂質、炭水化物及びナトリウム）の量及び熱量を  

表示していること。 

 ※ ナトリウムは、原則として「食塩相当量」として表示します。 

食品表示基準７ 

 

 

 

 

 

 

食品表示基準３③ 

【参考】Ｑ＆Ａ 第７条：任意表示

（糖類） 

表示禁止事項 

 

 

 

次に掲げる事項等を表示することはできません。 

１ 実際のものより著しく優良又は有利であると誤認させる用語 

２ 義務表示事項の内容と矛盾する用語 

３ 内容物を誤認させるような文字、絵、写真その他の表示  

食品表示基準９ 

景表法４ 

 

 

原料原産地名 １ 食品表示基準の別記様式１又はこれと同等程度にわかりやすく一括して、

容器包装に原料原産地名欄を設け、原材料名に対応させて原料原産地を表示

する、原材料名欄に表示してある原材料名に対応させて括弧を付して原産地

名を表示する、いずれかの方法により表示します。 

２ 以下に該当する場合は原料原産地表示を行う必要はありません。 

 (1) 他法令により表示がなされている場合 

    清酒、単式蒸留焼酎（米焼酎）、みりん、果実酒及び甘味果実酒につい

ては、米トレサ法又は組合法に基づく表示の基準に基づき、重量割合上位

１位の原材料の原産地が表示（情報伝達）されている場合。 

 (2) 経過措置の対象となる場合 

   ① 令和４年３月31日までに製造される酒類（改正附則第２条） 

      施行日（平成29年９月１日）から令和４年３月31日までに製造され

る酒類。 

  ② 施行の際に酒類製造場に現存する酒類（改正附則第３条） 

    施行の際に製造所又は加工所で製造過程にある酒類。 

食品表示基準３② 

【参考】Ｑ＆Ａ別冊【原料原産地

表示関係】 
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４ 酒類業組合法上の表示義務事項（第86条の６関係） 

表 示 事 項 内 容 根拠法令等 

20 歳未満の者の

飲酒防止に関す

る表示 

１ 酒類の容器又は包装には、「20歳未満の者の飲酒は法律で禁止されている」

旨を表示しなければなりません。 

※ 令和４年３月31日までは、「20歳未満の者」を「未成年者」と表示して

も差し支えありません。 

２ 表示に使用する文字は、６ポイント の活字(内容量が360mℓ以下の容器にあ

っては 5.5ポイント)以上の大きさの日本文字で表示しなければなりません。 

３ 専ら酒場、料理店等に対する引渡しに用いられるもの、内容量が50mℓ以下

のもの、調味料として用いられること又は薬用であることが明らかなもの等

については、表示を省略することができます。 

20歳未満の者の基準１ 

 

 

 

20歳未満の者の基準２        

 

20歳未満の者の基準３ 

法令解釈86の６ ６(3)、(4) 

地 理 的 表 示 

の名称 

１ 地理的表示の産地以外を産地とする酒類及び地理的表示に係る生産基準を

満たさない酒類については、原則として、地理的表示の名称を表示できませ

ん。 

※ 国税庁長官が指定した地理的表示及び諸外国との間で相互保護に合意し

ている酒類の地理的表示については、最新の情報を国税庁ホームページ（ホ

ーム＞税の情報・手続・用紙＞お酒に関する情報＞酒類の表示＞酒類の地

理的表示一覧等＞酒類の地理的表示一覧（以下、この表示事項について同

じ））でご確認ください。 

※ 生産基準については、国税庁ホームページに掲載しています。 

※ 地理的表示の名称の表示については、酒類の真正の産地として表示する

場合又は地理的表示の名称が翻訳された上で表示される場合若しくは「種

類」、「型」、「様式」、「模造品」等の表現を伴い表示される場合を含みます。 

２ 酒類の容器又は包装に地理的表示の名称を表示する場合は、表示した地理

的表示の名称のいずれか一箇所以上に「地理的表示」、「Geographical 

Indication」又は「GI」の文字を併せて表示しなければなりません。 

ただし、①地理的表示「日本酒」、②指定の日から２年を経過していない地

理的表示、③保護に当たって交渉等を通じて確認した日本国以外のＷＴＯ加

盟国の地理的表示については、この限りではありません。 

また、地理的表示の名称を表示していない酒類には、「地理的表示」等の文

字を表示することはできません。 

地理的表示基準９、10 

 

 

地理的表示基準１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

地理的表示基準11 

 

 

 

 

 

地理的表示基準12 
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５ その他法令事項 

表 示 事 項 内 容 根拠法令等 

原 料 米 等 の 

産 地 表 示 

１ 産地情報伝達については、経過措置により、施行日（平成23年７月１日）

以後流通する米を原料として製造された酒類から対象となります。 

２ 商品に産地情報を記載する方法を原則としています。 

米トレサ法附則１二、米トレサ令附

則１ 

米トレサ法８①、②、米トレサ命令

３①、４ 

資源有効利用 

促進法等の表示 

１ アルミ缶又はスチール缶で、製造又は販売の数量が少ないため、缶の胴に

表示をすることが困難な場合にあっては、当分の間、缶の胴以外の部分に表

示をすることができます。 

２ １の「製造又は販売の数量が少ないため、缶の胴に表示をすることが困難

な場合」については、①国内において酒類を充てんする場合にあっては、商

品の品質、容器の材質、容量又はデザインのうち、いずれかが異なること、

②国外において酒類を充てんする場合にあっては、①に加えて、海外におけ

る輸出業者ごとにみた商品の製造数量又は輸入数量が、前年１年間の実績で

おおむね３百万缶未満の場合に限り適用されます。 

製造または輸入数量が３百万缶未満の場合であっても、①国内において酒

類を充てんする場合は、印刷缶であるとき、また、②国外において酒類を充

てんする場合は、当該商品に日本向けとしてのオリジナルのデザインが缶の

胴に印刷されるとき又は我が国の法律により義務付けられている表示事項が

缶の胴に印刷されるときは、それぞれ、「缶の胴に表示することが困難な場合」

には該当しません。 

３ ペットボトルについては、下記の条件を全て満たす場合は、個別容器への

印刷又はラベルによる表示を省略することができる。 

(1) 個別容器の艇日又は側部に1箇所以上、刻印している。 

(2) 全ての流通段階において外装（段ボール、紙等の外装）のある販売単位

により最終消費者に販売さるものである（バラ売りは対象外） 

(3) 外装に次の大きさ以上で、1箇所以上刻印、印刷又はラベルによる表示

があり、役割名（ボトル等）が併記されている。 

（識別マークの表示例） 

 
一辺の長さ：28㎜以上 

数字の大きさ：26ポイント以上 

文字の大きさ：17ポイント以上 

 

鋼製又はアルミニウム製の缶であ

って、飲料が充てんされたものの表

示の標準となるべき事項を定める

省令（平３ 大蔵、農林水産、通商

産業省令第１号）附則２ 

法令解釈第８編第２章１《鋼製又は

アルミニウム製の缶の材質に関す

る表示の取扱い》(4) 

 

 

 

 

 

 

 

ポリエチレンテレフタレート製の

容器であって、飲料が充てんされた

ものの表示の標準となるべき事項

を定める省令（平５ 大蔵、農林水

産、通商産業省令第１号）２二 

 

（注）根拠法令等に記載した用語は次の法令等を示す。 
１ 組合法‥‥‥‥‥‥酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律（昭和28年法律第７号） 
２ 組合令‥‥‥‥‥‥酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律施行令（昭和28年政令第28号） 
３ 組合規則‥‥‥‥‥酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律施行規則（昭和28年省令第11号） 
４ 地理的表示基準‥‥酒類の地理的表示に関する表示基準（平成27年国税庁告示第19号） 
５ 20歳未満の者の基準‥‥‥二十歳未満の者の飲酒防止に関する表示基準（平成元年国税庁告示第９号） 
６ 法令解釈‥‥‥‥‥酒税法及び酒類行政関係法令等解釈通達の制定について（法令解釈通達）第８編第１章 
７ 食品表示基準‥‥‥食品表示基準（平成27年内閣府令第10号） 
８ Ｑ＆Ａ‥‥‥‥‥‥食品表示法における酒類の表示のＱ＆Ａ（平成30年7月 国税庁） 
９ 景表法‥‥‥‥‥‥不当景品類及び不当表示防止法（昭和37年法律第134号） 
10 米トレサ法‥‥‥‥米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律（平成21年法律第26号） 
11 米トレサ令‥‥‥‥米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律施行令（平成21年政令第261号） 
12 米トレサ命令‥‥‥米穀等の産地情報の伝達に関する命令（平成21年内閣府・財務省・農林水産省令第１号）            

    (R２.10) 

ボトル 
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果 実 酒 の 表 示 に 関 す る 説 明 事 項 

項 目 内 容 根拠法令等  

一 括 表 示 欄 １ 別記様式により表示することになっていますが、別記様式による表示と同等

程度に分かりやすく一括して表示することとして差し支えありません。 

２ 別記様式の表示例 

日本ワイン 

品目 

原材料名（原材料の原産地名） 

製造者 

内容量 

アルコール分 

原産国名 

⑴ 「日本ワイン」の表示に続き表示する項目は、任意の順に表示することが

できます。 

⑵ この様式に掲げる表示のほか、食品表示法その他法令により表示すべき事

項及び消費者の選択に資する適切な表示事項を枠内に表示することができ

ます。なお、消費者の選択に資する適切な表示事項には、表示基準５から７

までに規定する表示事項も含まれます。 

⑶ この様式の枠を表示することが困難な場合には、枠を省略することができ

ます。 

表示基準 ８⑴ 

 

表示基準 別記様式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法令解釈通達86の６ ３（14）ロ 

一 括 表 示 欄 

(日本ワイン) 

１ 国内製造ワインのうち、酒税法第３条第13号に掲げる果実酒（原料として

水を使用したものを除く。）（同号ニに掲げる果実酒にあっては、以下に掲げる

製法により製造したものに限る。）で、原料の果実として国内で収穫されたぶ

どうのみを使用したものが日本ワインに該当します。 

 ※ 「原料として水を使用したもの」には、濃縮果汁を希釈するために水を使

用したもの又は酒税法第３条第13号に掲げる酒類に水を加えたものを含み

ます。また、「国内で収穫されたぶどう」には、国内で収穫されたぶどうの

果汁、当該ぶどうの濃縮果汁、当該ぶどうを乾燥させたもの、当該ぶどうを

煮詰めたもの又は当該ぶどうの搾りかすを含みます。 

⑴ 他の容器に移し替えることなく移出することを予定した容器内で発酵さ

せた果実酒について、発酵後、当該容器にブランデー、糖類、香味料(国内

で収穫されたぶどうの果汁又は当該ぶどうの濃縮果汁に限る。)又は日本ワ

インを加える製法 

⑵ 酒税法第３条第13号イからハまでに掲げる果実酒に、香味料(国内で収穫

されたぶどうの果汁又は当該ぶどうの濃縮果汁に限る。)を加える製法（当

該加える香味料に含有される糖類の重量が当該香味料を加えた後の果実酒

の重量の100分の10を超えないものに限る。） 

⑶ 酒税法第３条第13号イからハまでに掲げる果実酒に糖類を加える製法 

２ 一括表示欄以外に「日本ワイン」と表示した場合であっても、一括表示欄へ

の表示は省略できません。 

 

３ 日本ワイン以外には「日本ワイン」と表示してはいけません。また、ぶどう

以外の果実を使用した果実酒は日本ワインには該当しません。 

表示基準 １⑶ 

 

 

 

法令解釈86の６ ３⑹ 

 

 

 

 

表示基準 別表 

 

 

 

 

 

 

 

 

表示基準 ２⑴ 
法令解釈86の６ ３⒁イ 
【参考】Ｑ＆Ａ【記載事項の表示（第
２項関係）】 

法令解釈86の６ ３⑹ハ 

一 括 表 示 欄 

( 原 材 料 名 ) 

１ 果実及び濃縮果汁について複数の果実又は複数の果実の濃縮果汁を使用し

ている場合には、複数の果実の名称をその使用量の多い順に表示しなければな

りません。 

なお、果実又は濃縮果汁の次に括弧を付して、複数の果実の名称を表示する

こととしても差し支えありません。 

２ 国内製造ワインを国内製造ワインの原材料として使用した場合は、使用した

当該国内製造ワインの重量に当該国内製造ワインの原材料の重量比を乗じて

算出しますが、当該国内製造ワインの原材料の重量比が不明である場合に限

り、表示基準２の(2)ニの規定に関わらず、原材料を「国内製造ワイン（○○）」

と表示しても差し支えありません。この場合において、「○○」については、

当該国内製造ワインの原材料名を転記します。 

３ 果実、濃縮果汁及び輸入ワイン以外の原材料は、同規定により表示する原材

料に続けて表示することができますので、消費者の商品選択に資する観点か

ら、可能な限り表示してください。 

表示基準２⑵ 

法令解釈86の６ ３⑺イ 

 

 

 

法令解釈86の６ ３⑺ロ 

 

 

 

 

 

法令解釈86の６ ３⑺ハ 

【参考】Ｑ＆Ａ【特定の原材料を使

用した旨の表示（第３項関係）】 
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項 目 内 容 根拠法令等  

一 括 表 示 欄 

(原材料名(果実)) 

三種類以上の果実を使用した場合は、使用量が上位三位以下の果実の名称を

「その他果実」と表示することができます。 

表示基準 ２⑵イ 

一 括 表 示 欄 

(原材料名(濃縮果汁)) 

三種類以上の果実の濃縮果汁を使用した場合は、使用量が上位三位以下の果実

の濃縮果汁の名称を「濃縮還元その他果汁」又は「濃縮その他果汁」と表示する

ことができます。 

表示基準 ２⑵ロ 

 

一 括 表 示 欄 

（原材料の原産地名） 

 「日本産」に代えて都道府県名その他の地名を、「外国産」に代えて原産国名

をそれぞれ表示することができます。 

同一の原材料であって日本産及び外国産の両方を使用している場合には、使用

量の多い順に「日本産・外国産」等と表示してください。原産地の異なる果実等

について、日本産の表示に代えて都道府県名その他の地名を表示する場合には、

使用量の多い順に全ての都道府県名その他の地名を表示します（原産国名を表示

する場合も同様です。）。 

また、原産国名を表示する場合には、原産国名に続けて当該原産国内の地名（例

えば、「米国カリフォルニア産」等）を表示して差し支えありません。 

表示基準 ２⑶ 

法令解釈86の６ ３⑻ 

ぶどう以外の 

果実を使用した

旨 の 表 示 

「その果実を使用したことが分かる表示」とは、その果実の呼称として一般的

に使用されている名称の表示のほか、例えば次の表示が該当します。 

１ 当該果実の絵又は写真 

２ 当該果実の品種名 

３ シードル等ぶどう以外の果実を原料とする酒類の名称 

 ※ ぶどう以外の果実を使用した場合は、特定の原材料を使用した旨の表示以

降の適用はありません。 

表示基準 ４ 

法令解釈86の６ ３⑽ 

 

 

 

表示基準 ３ 

 

特定の原材料 

を使用した旨 

の 表 示 

濃縮果汁及び輸入ワインの両方を使用した場合は、例えば次のように使用量の

多い順に濃縮果汁及び輸入ワインの両方を使用したことが分かる表示をします。 

・ 濃縮果汁・輸入ワイン使用 

 ・ 輸入果汁・輸入ワイン使用 

 ・ ○○（原産国名）産果汁・○○（原産国名）産ワイン使用 

法令解釈86の６ ３⑼ハ 

 

地 名 の 表 示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 国内製造ワインに地名を表示する場合は、一括表示欄の原材料の原産地名の

表示のほか、日本ワインに限り、収穫地又は醸造地を容器又は包装に表示でき

ます。 

２ 地名と同一である又は地名を含む会社名、人名、組織名又は個人事業者等の

商号（法令等により明確である名称に限る。）の表示であって、次に掲げる方

法により表示している場合については、地名の表示として取り扱いません。 

⑴ 会社名、組織名又は個人事業者等の商号について、「株式会社」、「㈱」、「商

号」等の表示を併せて行うなど、会社名等として消費者が容易に判別できる

方法により表示している場合 

この場合、原則として、併せて表示する「株式会社」等の表示は会社名と

同程度の大きさ、色調等で会社名と一体的に表示する必要があります。 

⑵ 人名について氏名を併せて表示するなど、人名として消費者が容易に判別

できる方法により表示している場合（例えば、「長野太郎」等） 

３ 地名の表示には、原則として建物名、施設名等を構成する文字の一部として

表示する地名も含まれますが、当該建物名、施設名等の名称が固有名詞として

一般に流布しており、ぶどうの収穫地又は醸造地であると消費者が混同しない

表示は、この限りではありません。 

 (注) 消費者が混同する表示とは、「○○（地名）ワイナリー」、｢○○（地名）

ヴィンヤード｣、「○○（地名を含む建物名等）ワイン」等をいう。 

４ 地名を含む果実酒等の商標（登録商標（商標法（昭和34年法律第127号）

第２条第５項に規定する登録商標をいう。）を含む。）を表示する場合について

も、地名として表示基準の規定に沿って表示しなければなりません。 

表示基準 ５ 

 

 

法令解釈86の６ ３⑾イ 

【参考】Ｑ＆Ａ【地名の表示（第５

項関係）】 

 

 

 

 

 

 

 

法令解釈86の６ ３⑾ロ 

 

 

 

 

 

法令解釈86の６ ３⑾ト 

 

地 名 の 表 示 

(ぶどうの収穫地) 

 

 

 

１ 表示する地名が一の都道府県内の地域を示すもの又は都道府県を跨ぐ地域

を示すものであって、当該地域を含む市町村内に醸造地がある場合又は当該地

域を含む市町村に隣接した市町村（表示する地名が含まれる都道府県内の市町

村に限る。）に醸造地がある場合は「表示する地名が示す範囲に醸造地がない

場合」に該当しないものとして取り扱います。 

表示基準 ５⑴ 

法令解釈86の６ ３⑾ハ 
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項 目 内 容 根拠法令等  

地 名 の 表 示 

(ぶどうの収穫地) 

 

 

２ 「ぶどうの収穫地を含む地名であることが分かる方法」とは、次に掲げる全

ての事項を満たす表示方法が該当します。 

⑴ 次に掲げるいずれかの方法により地名を表示していること 

イ 表示する地名に当該収穫地のぶどうを原料として使用した旨を併せて

表示する方法 

例：「○○産ぶどう使用」 

ロ 表示する地名に当該収穫地のぶどうの使用割合を併せて表示する方法 

例：「○○産ぶどう100％使用」 

ハ 表示する地名にぶどうの品種名を併せて表示する方法（当該収穫地で収

穫された単一品種のぶどうを85％以上使用した場合に限る。） 

例：「○○シャルドネ」 

⑵ 一括表示欄（原材料の原産地名）のぶどうの原産地の表示について、「日

本産」に代えて当該表示する地名を表示していること 

⑶ 一括表示欄に醸造地を表示していること 

 

 

参考１：表示する地名が示す範囲に醸造地がない場合  

 

【事例１：地名としてＢ市を表示する場合】 

（○：該当しない場合 ×：該当する場合） 

 

 

 

【事例２：地名として複数の県を跨ぐＢ地域を表示する場合】 

（○：該当しない場合 ×：該当する場合） 

Ｘ県 Ｚ県

Ｗ市Ｄ町

Ａ県 Ｙ県

Ｃ市 Ｅ町

Ｆ市 Ｈ村
Ｂ地域

Ｇ村

ぶどうの

収穫地

 

 

 

参考２：収穫地の表示例 

 原料ぶどうの使用割合 表示例 

例１ 塩尻市産85％、松本市産15％ ①日本産ぶどう使用、②長野県産ぶどう使用、 

③塩尻市産ぶどう使用        ※ 

例２ 塩尻市産70％、松本市産30％ ①日本産ぶどう使用、②長野県産ぶどう使用 

                  ※ 

例３ 塩尻市産40％、 

松本市産40％、北海道産20％ 

日本産ぶどう使用  

※長野県産ぶどうは85％未満のため、 

「長野県産ぶどう使用」とは表示不可 

例４ 塩尻市産85％、チリ産15％ 表示不可 ※日本ワインに該当しない。 

※ 醸造地も同じ産地（収穫地）内にある場合、「長野」、「塩尻」、「長野ワイン」などの表

示が可能 

 

法令解釈86の６ ３⑾ニ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】Ｑ＆Ａ【地名の表示（第５

項関係）】 

 

 

 

 

Ａ県 Ｚ県

Ｅ市 Ｃ市 　　　　　　　 Ｘ市

Ｂ市

Ｄ町 　　　　　　　

ぶどうの

収穫地

 

○ Ａ県Ｂ市、Ｃ市又はＤ町に醸造地がある場合 

  （⇒Ａ県Ｂ市に隣接しているため○） 

× Ａ県Ｅ市に醸造地がある場合 

（⇒Ａ県Ｂ市に隣接していないため×） 

× Ｚ県Ｘ市に醸造地がある場合 

（⇒ Ａ県Ｂ市に隣接しているが、県が異なる 

ため×） 

 

○ Ａ県Ｃ市、Ｆ市、Ｘ県Ｄ町、Ｇ村、Ｙ県Ｅ町又

はＨ村に醸造地がある場合 

（⇒Ｂ地域が示す範囲に隣接しているため○） 

× Ｚ県Ｗ市に醸造地がある場合  

（⇒Ｂ地域が示す範囲にあるＸ県Ｇ村に隣接

しているが、県が異なるため） 
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項 目 内 容 根拠法令等  

地 名 の 表 示 

(ワインの醸造地) 

 

 

 

１ 「醸造地を含む地名であることが分かる方法」とは、次に掲げる表示方法が

該当します。 

⑴ 表示する地名に「醸造」の文字を併せて表示する方法 

   例：「○○醸造ワイン」、「○○醸造」 

⑵ 表示する地名に、当該醸造地で醸造した旨を併せて表示する方法 

   例：「○○で造ったワイン」 

２ 「ぶどうの収穫地を含む地名ではないことが分かる表示」とは、次に掲げる

表示が該当します。 

⑴ 地名の表示（収穫地の表示）の２によりぶどうの収穫地を表示 

⑵ 原料として使用したぶどうの収穫地ではないことの表示 

例：「○○は原料として使用したぶどうの収穫地ではありません」、「○○

で収穫した以外のぶどうも○割使用しています」 

表示基準 ５⑵ 

法令解釈86の６ ３⑾ホ 

 

 

 

 

法令解釈86の６ ３⑾ヘ 

 

 

 

 

 

品種名の表示 

 

 

 

 

 

 

１ ぶどうの品種名を表示する場合は、表示するぶどうの品種の使用量の合計が

85％以上を占め、次に掲げるものである場合に容器又は包装に表示することが

できます。 

⑴ 使用量の最も多いぶどうの品種名（使用量の割合を併記して差し支えあり

ません。） 

⑵ 使用量の多い上位二品種のぶどうの品種名（使用量の多い順に表示するも

のとし、使用量の割合を併記して差し支えありません。） 

⑶ 使用量の多い上位三品種以上のぶどうの品種名（それぞれに使用量の割合

を併記し、かつ、使用量の多い順に表示します。なお、その表示する品種の

使用量の割合の合計が85％以上となるまで表示する必要があります。）  

２ 一括表示欄へのぶどうの品種名の表示については、濃縮果汁としたぶどうの

品種名のほか、原材料として使用した国内製造ワイン又は輸入ワインの原料と

なったぶどうの品種名も表示して差し支えありません。 

 

※ ぶどうの品種名の一括表示欄以外への表示は、日本ワインに限り、表示する

ことができます。 

 

参考：品種の表示例 

品種の構成 表示例 

シャルドネ 60％ 

リースリング 25％ 

ケルナー 10％ 

ソーヴィニヨン・ 

ブラン ５％ 

①シャルドネ・リースリング 

②シャルドネ60％・リースリング25％ 

③シャルドネ60％・リースリング25％・ケルナー10％ 

④シャルドネ60％・リースリング25％・ケルナー10％ 

・ソーヴィニヨン･ブラン５％ 

※ シャルドネ60％・リースリング25％・ソーヴィ

ニヨン・ブラン５％の表示は不可 

 

 

表示基準６ 

法令解釈86の６ ３⑿イ、ロ 

 

 

 

 

 

 

 

法令解釈86の６ ３⑿ハ 

 

 

収穫年の表示  ぶどうの収穫年を表示する場合は、表示する収穫年に収穫したぶどうの使用量 

の合計が85％以上を占める日本ワインに限り、その容器又は包装に表示するこ 

とができます。 

表示基準７ 

（注）「根拠法令等」欄に記載した用語は次の法令等を示す。 

１ 表示基準‥‥‥‥‥‥果実酒等の製法品質表示基準（平成27年国税庁告示第18号） 

２ 法令解釈‥‥‥‥‥‥酒税法及び酒類行政関係法令等解釈通達の制定について（法令解釈通達）第８編第１章 

３ Ｑ＆Ａ‥‥‥‥‥‥‥果実酒等の製法品質表示基準のＱ＆Ａ（平成30年４月 国税庁） 

（R１.７） 


